
 

 

 

【韓国】 総合指数は 1.8％高と 5週続伸、米中協議で楽観見通し広がる 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 1.8％高と 5週続伸。米中対立を巡る関連報道に左右される展開が続いたが、週初は好調な米雇用統

計を受けて過度な景気減速懸念が後退。トランプ米政権が中国製品に課している制裁関税の一部撤廃を検討しているとの

報道を受け、投資家心理も改善した。米中貿易協議に対する楽

観的な見通しを背景に指数は 7 日まで 6営業日続伸し、7日終

値は 5 月 8 日以来、約 6 カ月ぶりの高値水準をつけた。ただ、

米中首脳会談が「12月に先送りされる可能性がある」と伝わり、

合意の署名時期など先行きに対する懸念が浮上。連日の上昇を

受けた利益確定の売りも膨らみ、8日は前日比 0.3％安と小幅に

反落した。今週も引き続き米中協議を巡る関連報道に左右され

る展開が続くと予想する。13日に雇用統計が発表される予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は 0.9％高と 5週続伸、今週は米中交渉にらみ売り買い交錯か 

先週の動き／今週の展望 

RTS株価指数は週間で 0.9％高と 5週続伸。米中通商交渉の合意期待や原油相場の上昇で買い優勢の流れが続いた。4

日が祝日による休場のため、4日間の立ち会い。米中通商協議の進展期待を背景とした欧米株高や原油価格の上昇を受け

て投資家心理が改善。国内では追加的な金融緩和に対する期待

も買いを促し、RTS指数は 7日まで 4営業日続伸した。8日は

トランプ米大統領が対中関税の撤回には合意していないと表

明したことが嫌気され、前日比で 1.3％下落したが、週間では

上昇し、6 年ぶりの高値水準を維持した。個別銘柄では、ロス

ネフチ（4.6％高）やタトネフチ（3.5％高）などの石油株や金

融のズベルバンク（1.6％高）の上昇が指数を押し上げた。今週

は米中間の関税撤廃関連報道をにらんで売り買い交錯か。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は 0.7％高と 3 週続伸、今週は利益確定売り優勢の展開

か 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は週間で 0.7％高と 3週続伸。米中通商協議の進展が好感されて金融株を中心に上昇し、指数は 1年 5カ月ぶ

りの高値を付けた。米中通商協議の進展期待や世界的な景気減速懸念の後退を背景に金融市場全般でリスク選好が強まっ

た。先進国で長期金利の上昇を受けて金融株が買われ、ベトナ

ム市場でも時価総額の大きい金融株を中心に堅調な展開とな

った。指数は先週末から 4営業日続伸となり、昨年 6月中旬以

来の水準を回復した。ただ、週後半は米中貿易協議の先行きを

巡って不透明感が広がり、上げ幅を縮める展開となった。個別

銘柄ではベトナム投資開発銀行（4.2％高）、ビンホームズ（3.5％

高）、ベトコムバンク（3.0％高）などの上昇が指数を押し上げ

た。今週は高値警戒感から利益確定売りに押される展開か。 
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 0.5％

安、今週は 15日に 10月の貿易統計発表 

ジャカルタ総合指数は週間で 0.5％安と続落。米中貿易交渉

の進展期待が支援材料となったが、効果は限定的だった。4 日

はムルヤニ財務相が今年の財政赤字について、景気低迷による

税収圧迫で当初の見通しを上回るとの見解を示したことが嫌

気され、指数は 3営業日続落。一方、5日は 7－9月期の GDP

が前年同期比 5.0％増と、17 年 4－6 月期以来の低成長に落ち

込んだものの、米国が対中関税の一部撤回を検討していると報

じられた効果で買われ、前日比 1.4％高と反発した。ただ、そ

の後は買い材料に乏しく 7 日まで続落。8 日は反発したが補え

なかった。今週は 15日に 10月の貿易統計が発表される予定。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

1.1％高、7日に約 3 カ月ぶりの高値更新 

ストレーツタイムズ指数は週間で 1.1％高と 5 週続伸。週末

の反落を除き、堅調な値動きだった。週初の 4 日は前週末の

NY ダウが上昇した流れを引き継ぎ反発。その後も好地合いが

続く中、じりじりと上値を広げ 7日まで 4日続伸した。ただ、

8 日は米中貿易協議での合意が発表された追加関税の段階的撤

廃について、米国内で強い反発が出ていると報じられた影響で

反落して取引を終えている。今週は 12日に 9月の小売売上高、

15 日に 7－9 月期の GDP 確定値が発表される予定。外部要因

では、前週末の NYダウが 2日連続で過去最高値を更新した効

果や、パウエル FRB議長の議会証言の内容が注目されそうだ。 

 

【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 2.8％高、米中貿

易協議の進展を好感 

SET指数は週間で 2.8％高と 3週ぶりに反発。週初からおお

むね堅調に推移した。週初の 4日は、米中貿易協議が前週末の

閣僚級電話会談で進展した効果に加え、6 日開催の中央銀行の

金融政策決定会合での利下げ期待で買い優勢の展開となり、指

数は前営業日比 1.9％高と 3 日ぶりに反発。6 日は中銀が政策

金利を 0.25％引き下げ 1.25％に設定したが、今年の経済成長が

当初の見通しを下回るとの見方が示された影響で 3日ぶりに反

落した。一方、7日は米中協議が前進した効果で前日比 1.0％高

と反発したが、8 日は小幅に反落して引けている。今週は国内

の重要イベントが少なく、外部要因が指数を左右する展開か。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

1.0％高、今週は 7－9月期の GDPが焦点 

クアラルンプール総合指数は週間で 1.0％高と続伸。1週間を

通じて、終値で節目の 1600 ポイントを維持した。週初の 4 日

は、9 月の輸出額が前年同月比 6.8％減と約 3 年ぶりの大幅減

だったものの影響は軽微で、指数は反発。5 日は中央銀行が政

策金利を 3.0％に据え置いたことを受けて米ドル安リンギ高が

進み、引け際に買われて続伸した。6 日は反動で 3 日ぶりに下

落したが、7 日に反発すると、8 日は中央銀行が預金準備率の

引き下げを発表した効果で金融株が買われ、終値で 8月末以来

の高値を更新して取引を終えた。今週は 11 日の 9 月の鉱工業

生産に続き、15日には 7－9月期の GDPが発表される予定。 
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